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事 業 報 告 用 
 

 

 

特定非営利活動法人国際環境政策研究所 

１ 事業の成果 

令和５年度は、持続可能なライフスタイルにつながる社会的価値となることを目指して、各事業に取り組

んだ。 

(1) 環境に関する内外の活動を支援する事業では、1)循環型社会に関する勉強会（定例会）を６回実施

した。2)省庁､地方自治体､企業･団体等との意見交換は１１回実施した。3)地域に根付いた回収事業

者の有効活用を図る取り組みは、区市町村との意見交換から適法・適正に回収事業を行う事業者へ

の連携につながった。一方、NHK の報道と『環境白書 2023』で誤解を招く記載について、是正の

申し入れを行った。また、地方自治体のホームページの誤解を招く記載について、調査を行った。 

(2) 中古製品等に関する各種調査、研究及び商品化と市場拡大事業では、消費生活相談情報の解析のた

めのデータ整理２年分と情報公開請求によりあらたに 2 年分を入手した。また、情報収集として政

策に関して 5 回、知見・学術に関して 3 回、工場見学など事業者の取り組みは 22 回、合計 30 回

参加した。 

(3) 製品の持続的使用及び３Ｒに関する提案、施策並びに支援する事業では、不要品をごみにしない仕

方をまとめた地域情報誌横浜市版「不要品をごみとして出す前に リユース・リサイクルの仕方」

を完成させ 12 月 1 日に発行した。 

(4) 政府、政治団体、その他各種団体等との協力関係の構築及び政策の提言では、サーキュラーエコノ

ミー推進センター埼玉との面談から会員との交流へつながることができた。 

(5) 研修、講演、教育訓練、セミナー等の開催では、中学生の企業訪問学習（キャリア教育）として２

校を受け入れた。また、次年度への展開として港区立エコプラザでのイベント実施体制を整えた。 

(6) 広報及び普及啓発事業では、情報発信は 20 回実施した。また、昨年に続き環境・社会課題を解決

するイベント「エコプロ２０２３」へ出展した。 

なお、資格制度等に関する事業、労働環境の改善、向上及び雇用促進に関する事業、医療、介護、医療

用人工知能に関する調査研究及び支援、普及推進事業は実施しなかった。 

 

２ 事業の実施に関する事項 

（１）特定非営利活動に係る事業                （事業費の総費用【6,594】千円） 

定款に記載 
された 
事業名 

事業内容 日時 場所等 
従事者 
人数 

受益 
対象者 
範囲 

受益 
対象者 
人数 

事業費 
（千円） 

(1)環境に関す
る内外の活動を
支援する事業 

循環型社会に関する勉強

会（定例会）を開催した。 

4/27,6/23,
 8/24,10/
19,12/22,
2/16 

ｵﾝﾗｲﾝ(虎ノ門) 2 名 

環境に取
り組む事
業者、団
体、個人  

20 人程度 

1,051 

省庁、区市町村、事業者等

との意見交換及び事業者

支援・協力を実施した。 

4 月 
 
 
 
6 月 
7 月 
 

･横浜市資源循環
局戸塚事務所 
･環境ﾃﾞｼﾞﾀﾙｿﾘｭｰｼ
ｮﾝ社（虎ノ門) 
･杉並区役所 
･ｻｰｷｭﾗｰｴｺﾉﾐｰ推進
ｾﾝﾀｰ埼玉 

1～4 名 

環境に取
り組む事
業者、団
体、個人 

50 人程度 
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8 月 
11 月 
12 月 
 
 
 
 
 
3 月 

･会宝産業本社 
･㈱ﾜｻﾋﾞ(虎ノ門) 
･NTT データ通信
(ｵﾝﾗｲﾝ) 
･LOOP JAPAN(虎
ノ門) 
･Circular Economy
 Thinking(ｵﾝﾗｲﾝ) 
･CE-MVC(ｵﾝﾗｲﾝ) 
･横浜市資源循環
局(横浜市役所) 

地域に根付いた回収事業

者の有効活用を図るため

区市町村等への働きかけ

を実施した。 

4 月 
6 月 
 
 
 

･杉並区役所 
･東京都生活総合
センター 
･NHK 
･環境省 

1～2 名 

環境に取
り組む事
業 者 ､ 団
体､個人 

不特定多数 

(2)製品の持続

的使用及び中古

製品等に関する

各種調査、研究

及び商品化と市

場拡大事業 

環境及び資源循環等の政

策に関する情報収集を実

施した。 

5 月 
9 月 
1 月 
 
2 月 
 
3 月 

･東戸塚地区ｾﾝﾀｰ 
･東戸塚地区ｾﾝﾀｰ 
･ｵﾝﾗｲﾝ(神奈川県/I
GES) 
･横浜市戸塚区役
所(横浜市) 
･東戸塚地区ｾﾝﾀｰ 

1～2 名 

3R 関係事

業者･業界

団体､消費

者 

不特定多数 

740 

環境及び資源循環等の知

見・学術的情報の収集を実

施した。 

4 月 
6 月 
11 月 

･ﾁｪｺ共和国大使館 
･ｵﾝﾗｲﾝ(IGES) 
･ｵﾝﾗｲﾝ(AICOS) 

1～2 名 

3R 関係事

業者､業界

団体 

20 人程度 

環境及び資源循環に関す

る事業者の取り組みより

情報収集を実施した。 

4 月 
 
5 月 
 
 
6 月 
7 月 
8 月 
 
 
 
9 月 
10 月 
 
 
 
11 月 
 
12 月 
1 月 
2 月 
 
 
3 月 

･江東区木場(ｴﾑｼｰ
ﾌﾟﾗﾝﾅｰｽﾞ社) 
･港区立ｴｺﾌﾟﾗｻﾞ 
･東京ﾋﾞｯｸﾞｻｲﾄ(N
EW 環境展) 
･港区立ｴｺﾌﾟﾗｻﾞ 
･港区立ｴｺﾌﾟﾗｻﾞ 
･港区立ｴｺﾌﾟﾗｻﾞ 
･石川県金沢市(会
宝産業社) 
･世田谷区駒沢 
･港区立ｴｺﾌﾟﾗｻﾞ 
･中央区日本橋 
･港区立ｴｺﾌﾟﾗｻﾞ 
･ｵﾝﾗｲﾝ(埼玉県産
業振興公社) 
･港区立ｴｺﾌﾟﾗｻﾞ 
･ｵﾝﾗｲﾝ(ﾘﾕｰｽﾌｪｽ) 
･港区立ｴｺﾌﾟﾗｻﾞ 
･港区立ｴｺﾌﾟﾗｻﾞ 
･港区立ｴｺﾌﾟﾗｻﾞ 
･江東区青海(産総
研) 
･藤沢市(ﾊﾟﾊﾟﾗｷﾞ) 
･港区立ｴｺﾌﾟﾗｻﾞ 

1～2 名 

3R 関係事

業者､業界

団体 

20 人程度 

消費生活相談情報の調査

と解析 

4 月 
 
 
8 月 
 
3 月 

･2019､2022 年度
データ公開請求 
･2020-2021DB 化 
･2019､2022 年度
データ入手 
･DB 化 

1～2 名 

3R 関係事

業者･業界

団体､消費

者 

不特定多数 

(3)製品の持続

的使用及び３Ｒ

に関する提案、

施策並びに支援

する事業 

消費者を対象とした地域

情報誌の制作 

4～12 月 
 
 
1 月 
2 月 
3 月 

･制作 
･12/1 横浜市版発
行 
･周知､宣伝 
･周知､宣伝 
･横浜市役所資源
循環局 

1～3 名 

消費者・3R

関 係 事 業

者･業界団

体 

不特定多数 2,371 

(4)資格制度等

に関する事業 

3R に関する法人・団体の自

主認定制度構築支援 

実施しな

かった 
    0 
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(5)労働環境の

改善、向上及び

雇用促進に関す

る事業 

新在留資格制度、外国人技

能 

実習制度の運用状況の確

認、 

調査 

実施しな

かった 
    0 

(6)医療、介護、

医療用人工知能

に関する調査研

究及び支援、普

及推進事業 

AI を活用した診断支援シ

ステ 

ムの内外の承認等の調査

及び 

普及活動支援 

実施しな

かった 
    0 

(7)政府、政治団

体、その他各種

団体等との協力

関係の構築及び

政策の提言 

環境、医療、介護、福祉に

関する団体等との協力関

係の構築 

通期 

5～3 月 

7 月 

 

･RUM ｱﾗｲｱﾝｽ 

･港区立ｴｺﾌﾟﾗｻﾞ 

･ｻｰｷｭﾗｰｴｺﾉﾐｰ推進

ｾﾝﾀｰ埼玉 

1～2 名 

3R 関係事

業者・業

界団体 

不特定多数 

640 

政策に対するパブリック

コメント 

実施しな

かった 
    

(8)研修、講演、

教育訓練、セミ

ナー等の開催 

内外の環境問題、政策及び
法令順守に関する講演会、
セミナー等の実施 

4 月 
 
5 月 
 
1 月 
 
2 月 

･2023 年度ｷｬﾘｱ教
育実施準備 
･5/18 神戸中学校 
･5/31 陵成中学校 
･2024 年度ｷｬﾘｱ教
育実施準備 
･港区立ｴｺﾌﾟﾗｻﾞ団
体登録､ｲﾍﾞﾝﾄ企画 

1～5 名 
中学生､一

般消費者 

 
 
5 名+教師
✕1 回 
5 名✕1 回 
 
20 名程度 
 

656 

(9)広報及び普及

啓発事業 

情報発信ツールとして 

ホームページの充実 
通期 主たる事業所 1 名 

3R 関連事

業者団体､

行政機関､

消費者等 

不特定多数 1,136 

（２）その他の事業                    （事業費の総費用【    】千円） 

定款に記載 
された 
事業名 

事業内容 日時 場所 
従事者 
人数 

事業費 
（千円） 

なし  

  

  

 


